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Ｉ． は じ め に

犬企業の多く は、 労働問題、 現境問題、 資源問題等 に代表される社会 との基本 関係 の変化を

契機と して自 己の社会的 使命意識に根差 した社会的責任 を自覚するとと もに、 社会的イ ンパク

トな らびに社会的責任に 関する情報を次第に開示するよう になった。 しか し、 この傾向 は、 先

進工業国の企業に共通す る現象ではあるが、 その情報開示 の形態は多様で、 国によってあるい

は企業によって異なり・ ま た・ 時代の要請の変化に伴い・ 当初の事後的対応表示から事前の対

応表示へと発展 してきた。 本 稿は、 ドイ ツにおける社会関 連情報の形態の展開を史的に跡
づけ

っつ、 その特徴を明示 し、 併
せて最近の動向を明らかに したい。

皿． ドイ ツにおける社会関連情報の特徴

ドイ ツにおける社会関連情 報は、 そ の発 展段階を区分 して表 示す れぱ、 つ ぎのようになる。

１）１９３８年のＡＥＧテ レフ ンケ ン社以 降シュ テアク社の ゾチア ル ビラ ンツ開 示前ま で （ゾチ

ァ ル ビ ラ ン ッ 前 史）

ドイ ツ企業は・ 社会関連情 報のうち 従業 員関連情報をかなり以前 から開示 してきた。 シュ レ

デ ル ゼ カ ー （Ｓｃｈｒｅｄｅ１ｓｅｋｅｒ， Ｋ．） の 最 近 の 論 文 に よ れ ぱ
’〕
、 従 業 員 関 連 情 報 を 決 算 報 告 書 の な

か に は じ め て 開 示 し た 企 業 は Ａ Ｅ Ｇ テ レ フ ン ケ ン 社 で、 １９３８ 年 の こ と で あ る。 さ ら に、 １９５０

年 代 中 頃・ ポ ッ ト ホ ー フ （Ｐｏｔｔｈｏｆｆ， Ｅ．） は、 企 業
が 良 質 の 労 働 力 を 確 保 す る 目 的 か ら、 企 業

の社会的事象に関する報告が年度決算 の開 示を義務づけ られて いる企業の間で普及している、

と指摘している’㌧ そ の当時の報告様式は多種多様 で・ つ ぎの４つに分 類す ることが でき 孔

① 損益計算書のなかに人的労務費を簡単に示すもの

② 営業報告書 （Ｇｅｓｃｈ証ｔｓｂｅｒｉｃｈｔ） のな かに社会報告のス ペース を設け・ そこに通 常 の賞

与、 生活扶助等の社会的費用 を示 し、 さ らに従 業員数、 労働 時間当り賃金、 従業員の合理

化、 後継者教育、 労働協約、 共同決定 法等 の情報を示す もの

③ 営業 報告書とは別に、 社会報告書 （Ｓｏｚｉａ１ｂｅｒｉｃｈｔ） を作成 し、 その報告書に、 従事 して

いる労働力 を確 保するための高い報酬 と高水 準のフリ ンジベネ フィ ットを示すとともに、

さらに企業全体の営業成績を簡単に示すもの

④ 経済 監査士 （Ｗｉｒｔｓｃｈａｆ士ｓｐｒ｛ｆｅｒ） の監査 を受 けない自主的 な社会報 告書 を作 成 し、 そ

の報告書に、 社会的任務を有する企業の立場から社会的諸間題を解明するための資料 （経
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営内部の賃金構成、 労働時間規定等） を示すもの

こ れら初期 の段階の社会 関連 情報 の開 示内 容は、 ほ ぼ従業員 関連 情報 に限定さ
れていたこと

か ら、 従 業員特化情報と特徴 づけることができよう。

２）１９７２／７３年度の シュ テアク社 のゾチアル ビラ ンツ開示以 降１９７４年ま で

第 二 段 階 は、 シ ュ テ ア ク 社 （Ｓｔｅａｇ ＡＧ） の ゾ チ ア ル ビ ラ ン ツ （Ｓｏ・ｉａ１ｂｉ１ａｎ・） 開 示 （１９７２／

７３年 度） に始まり、
ゾチ アル ビランツの端緒期にあた 孔 そ こで の特徴 は・ っ ぎの ２っ に要

約す ることができる。

① 従 来 ドイ ッ企業 が営業報告書等に記載 していた従業 員関遵のみの情報提供を改め、 従業

員以 外の企業に利 害関係のある顧客、 消 費者、 地 域住 民、 国家およぴ公衆にまで情報内容

を拡大した。

② 社会に対す る個々 の企業給付を定義し、 そ の企 業成果を評価しようと試みる費用・便益

計算である。

３）１９７５年か らほぼ１９７９年まで

この時期は、
ゾチアル ビラ ンツ実践の改良な らびに統合 （部分計算を複数組 み合わせた混合

計算） 期にあたる。 この時期は、 つ ぎに示すよう に企業主導による ゾチア ルビランッ研究 が花

盛 り で あ っ た。

① ドイ ッ化学 工業協会連合会・経営経済委員 会の 『社会のなかの企業』 研 究グルー プが発

表 した研究報 告書 （１９７５年１月）

② ドイツ使用 者団体連盟 （ＢＤＡ） の ｒ社会 関連報告書 （ゾチ アルビラ ンツ）』 委員 会が発

表 した見 解 （１９７５年９月）

③ 実践企業 ７社によって組織さ れた ｒゾチアル ビラ ンツ実 践』 研 究 グ ルー プ勧告 （１９７７

年４月）

またこの時期 は、 ドイツ労働総同盟 （ＤＧＢ） が労働組合主導 の
立 場か ら ｒゾチ ァ ル ビラ ン

ッ否定」 を表明 している段階 （ゾチ アルビラ ンツに対する ＤＧＢ対応の 第二段階） と ほぼか さ

なる。 ＤＧＢ は、 その後、 下記 の労働組合主 導の要求目録を採択す ること で、 「
ゾチ ァル ビラ

ンツ容認」 へ移 行 した。

④ ＤＧＢ 全国執行委員会 が ｒ社 会関遵会 計／ ゾチア ルビランツ』 研究 グループ報告書を採

択 （１９７９年６月）

社会政策部 所属 『社会関連会計 ／ゾチ アル ビラ ンツ』 研究 グループの報告書 は、 労働指向の

指標な いし指数目録、 ゾチ アルビランツの質問に対する最終 報告・ および 『社会関連会計／
ゾ

チア ルビランッ』 研究 グループの注釈つ き表示の３部か ら構 成されていた。 ＤＧＢ の主張によ

れぱ、 労 働指向の指標
ないし指数目録は、 大企業の社会 関連 会計 （ゾチア ルビラ ンッ） の内容

に対 する 労働組合の最 低限の要 求であり、 ま た、 ゾチア ルビラ ンツの質間に対する最終報告は、

ゾチアル ビラ ンッ に関する 『社会関連会計／ ゾチア ルビランツ』 研究 グルー プの研 究報 告であ
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る。 さ らに、『社会関連会計／ ゾチア ルビランツ』 研究 グルー プの注釈っ き表 示 は、 労 働指 向

の指標な いし指数目録に掲載さ れた項目毎の個別表示 はどうあるべきか、 その報告内 容を規定

したものである。

これら４っの研究成果は、
ゾチア ルビランッ実践企業に多大 の影 響を与えてきた。

４）１９８０年代前半

この時期は、 いわゆる ゾチア ルビラ ンツの研究なら ぴに実践の停滞期 であると同時に社会関

連 情報の転換期でもある。 実践企業の多く は、 開 示する社会関連情報 の欠点が指摘され、 しか

も第二 次石油危機に伴う経済の停滞か らコス ト削 減の必腰 性に迫られて いたこと から、 それま

で の ゾ チ ア ル ビ ラ ン ツ 開 示 を 取 り や め た。

５）１９８０年代後半から１９９０年代半ぱまで

環境問題が先鋭化するに伴い、 現境被害発生後ないしは環境破壊後の事後的対応から環境被

害や現境 破壊の発生 を予測 し、 それらを予防する事前 の対応が重視されるようになっ た。 企業

は、 投入さ れた原材料およ ぴエネルギーの使用、 生産 シス テム、 製晶およ ぴ製品特性、 物流お

よ ぴ輸送のそ れぞれの局面 で環境に対してマイ ナスの影響 を及ぼしている要因を分析 ・評価す

る新たな対応を示すようにな った。 いわゆる ゾチア ルビラ ンッからエコ ビラ ンッヘの一大 転換

期 で あ っ た。

皿． ゾチアル ビラ ンツ情報の諸形態

西 ドイ ツおよ びスイ スを中心に理論 的・ 実践的に展開された ゾチ アル ビラ ンツは・ 形態別に

示 せ ぱ、 全 体 計 算 （Ｇｅｓａｍｔｒ㏄ ㎞ｕｎｇ）、 部 分 計 算 （Ｔｅｉ１ｒ㏄ｈ ｍｎｇ） お よ び 混 合 計 算 （Ｍｉｓｃｈ－

ｒ㏄ｈｎｕｎｇ ） に 識 別 す る こ と が で き る。 全 体 計 算 の 典 型 例 は、 ア イ ヒ ホ ル ン （Ｅｉｃｈｈｏｍ， Ｐ．）

が１９７４年に著書 『社会関連企業計算３〕』 のなかで発表 した社 会関連全体 計 算であ る。 現 在の

ところ、 この種の全体計 算は・ 理論上存在 し得 ても、 実践上可能な もの ではない。

部分 計算は、 企業 におけるすべての社会関遵活動 をｉっの計算様式で表示することを放棄 し、

貨幣額表示形式を採る、 １） 価値創造計算書、 ２） 社会関連費用計算書 （社会計算書）、 ３）

ゴ ー ル ・ ア カ ウ ン テ ィ ン グ と 、 非 貨 幣 額 表 示 形 式 を 採 る、 ４） 社 会 活 動 チ ェ ッ ク リ ス ト、 ５）

技術的 データ草案、 ６） 生態 会計、 ７） 拡張された社会 報告書、 ８） 企業の社会指標、 等で示

さ れ る ’〕。

１） 価 値 創 造 計 算 書 （Ｗｅｒｔｓｃｈδｐｆｍ ｇｓｒｅｃｈｎｕ ㎎）

価値創造計算書は、 国民経済的価値 創造、 したがって 国民所得 に対する企業の貢献 を示 すも

ので、 化学工業に属する企業 でかなり 以前から作成され ていた。 財貨的には、 価値創造 は企業

が外部 に提供 した財貨価値が、 外部か ら企業に流入 した財 貨価値、 いわゆる前給付を減 じたも

の に一致する。 貨幣的には、 企業の価 値創造は給付 プロセス 参加 者、 経営管理者、 従業員、 公

共 機関、 出資者およぴ企業それ自体の 所駕総計である。 した がっ て、 価値創造計算書 は、 企業
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によって創り出された価値増加 ならびにその配分を明確に するものである。

２） 社会関遵費用計算書 （社会 計算書：Ｓｏｚｉａ１ｒ㏄ｈｎ㎜ｇ）

社会関連費用計算書の目標は、 伝統的企業会計から導き出される経営上の費用に関する数字

を企業の個々の関係 グルー プに分類することであ る。 社会関連費用計算書は、 社 会関連情報の

第 ３ 段 階 に お い て Ｂ Ａ Ｓ Ｆ 社、 シ ュ テ ア ク 社、 ザ ー ル 炭 坑 会 社 （Ｓａａｒｂｅｒｇｗｅｒ
ｋｅ ＡＧ）、 ウ ェ

ラ社 （Ｗｅ１１ａＡＧ） な ど多く の企業によって開示さ れた報告書であ 孔

３） ゴ ー ル ・ ア カ ウ ン テ ィ ン グ （Ｇｏａ１ Ａ ㏄ｏｕｎｔｉｎｇ）

ゴ ー ル ・ ア カ ウ ン テ ィ ン グ は、 デ ィ
ル ケ ス （Ｄｉｅｒｋｅｓ，

Ｍ．） の 「社 会 目 標 管 理 シ ス テ ム」 に

よ り 提 唱 さ れ５〕、 ド イ ッ ・ シ ェ ル 社 （Ｄｅｕｔｓｃ
ｈｅＳｈｅｌ１ ＡＧ）、

ベ ル テ ル ス マ ン 社 （Ｂｅｒ七ｅ１ｓｍａｍ

ＡＧ）、 そ し て ス イ ス の ミ グ ロ 社 （Ｍｉｇｒｏｓ－Ｇｅｍｅ
ｉｎｓｃｈａｆｔ） に よ っ て 実 践 さ れ た。

高度に発展した管理体系と管理計画を有する現代企業は、 綿密に組み立てられた一連の企業

目標 の下で運 営されている。 企業目 標はその時々 に企業が挑戦 する経済的任務
と社会的任務に

よっ て構成さ れている。 社会的 に童要な企業活動の成果 は、 したがって、 企業自
ら選択 したこ

れ ら の 目 標 を 用 い る こ と に よ り 測 定 す る こ と が で き る。
ゴ ー ル ・ ア カ ウ ン テ ィ ン グ は、 社 会 関

連 会 計 の 領 域 を こ の よ う な 視 点 か ら 捉 え る も の と し て、 ヴ ィ ッ テ （Ｗｉｔｔｅ， Ｅ・
）・ イ ェ ー ガ ー

（Ｊ互ｇｅｒ，
Ｐ．
）
、 レ ェ ッ

シ ュ （Ｌｏｅｓｃｈ，
Ａ
．ｖ．
） な ど に よ り 構 想 さ れ た も の で あ る 。

４） 社会活動チェックリス ト

社会活動チェックリス トの大部分はこと ぱで簡潔 に表現される。 社会活動チェックリストは、

社会関連関係の現状を認識 し、 社会活
動に関わる 企業の強さと弱さを明瞭に示 し・ さ らには・

社会問題除去への方策 を決 めるのに役立っ ものである。 この典型的な事例 と して は、 『社会 の

なかの企業』 研究 グループが作成 した 「企業 活動目録」 をあ げること ができ 孔

５） 技術的 データ草案

技術的 データ草 案は、 化 学工業に属す る企 業、 た
とえ ぱＢ Ａ ＳＦ 社、

バイ エ ル 社 （Ｂａｙｅｒ

Ａ Ｇ）、 ヘ キ ス ト 社 （Ｈｏｅｃｈｓｔ ＡＧ）、 チ
バ ガ イ ギ ー 社 （Ｃｉｂａ－Ｇｅｉｇｙ ＡＧ） が 定 期 的 に 開 示 し て

いる 環境報告 書において表示さ れて いるものである・ 技術的 データ草 案に共通する特徴 はっ ぎ

の３つ に要約 することができる。

① 企業活動によって排出さ れた化学的・物理学的環境影 響物質 （ＳＯ・，
ＣＯ・， ＮＯ・， ＣＦＣ

など） ごとの分析

② た と え ぱ ”ｍｇ／ ㎡
” や ”ｔ” と い っ た 尺 度 に よ る 評 価

③ 過去数年間にわたる測定値の比較または測定値と標準値の対比

したがって、 技術的 データ草 案は、 企業 が環境保全 のために実施 した技術
的 ・エコロ ジー的

措置にどのような問題があ るかを明らかにする ものであ 孔

６） 生 態 会 計 （Ｏｋｏ１ｏｇｉｓｃｈｅ Ｂｕｃｈｈａｌｔ㎜ｇ＝ Ｅｃｏ１ｏｇｉｃａ１ Ａ ㏄ｏｕｎｔｉ㎎）

ド イ ツ 語 圏 諸 国 に お け る 生 態 会 計 の 基 本 構 想 は、 ス イ ス の ミ ュ ラ ー ・
ヴ ェ ン ク （Ｍ－１１ｅｒ一
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Ｗｅｎｋ，
Ｒｕｅｄｉ） が１９７８年 に著した 『生態会計』

ｏ が最 初であ 孔 生態 会計 は・ 社会 関連 領域

のうち特に自然環境を対象 とするもので、 企業活動による環境 への 影響を重量、 容積あるいは

数 量といった物理学上の計量 単位ではかられ、 そ
れらに等価係数を 乗じて評価される。

７） 拡 張さ れた社会報告書 （Ｓｏｚｉａ１ｂｅｒｉｃｈｔ）

ドイ ッ株 式法の規定によれ ぱ・ 毎年作成される営業報告書は・ 営業経 過およぴ企業状況を明

らかにする 「状況報告」 と決算情 報を明 らかにす る 「説明 報 告」 に 区 分表 示さ れ る。 さ らに

「状況報告」 は経済報告と社会報告に区分される。 拡張された社会報告書は、 この社会報告の

なかで社会 関連 領域 に属する環境保全、 製晶、 研究開 発、 人事政策
を表示 したものをいう。 拡

張された社会 報告書は、 今日 ほとん どのドイ ツ企業 で普及 している。

８） 企業の社会指標

企業の社会指標 は・ 労働の満足度や労働 の質 とい った社会目標を具体 的にことぱで表現され

る。 社会目標 は、 重 要な社会経済間題領域の状態お よび変動について判断 を下す 際に役立っ指

標である。 企業 の社 会指標の事例と しては、 Ｄ ＧＢ 『社会関連会計／ ゾチア ルビランッ』 研究

グルー プの研究 成果 「ＤＧＢ要求目録注釈付き表示」 をあげることがで きる。

混合計算 は、 上述 した全体計算と部分計算ない し部 分計算相互の結合形態 であ る。 混合計算

の意図 は、 特定 の計 算草案の長所を守りなが ら短所 を別 の計算方法で補完す ることである。 混

合計算の典型例 は、『ゾチ アル ビラ ンツ実践』 研究 グルー ブが行っ た勧告に 示さ れた もの で、

部分計算相互の緒合形 態を有 している。 すなわち、 ゾチ アル ビラ ンツ はっ ぎの３っ の部 分計算

の組み合せか ら構成さ れている。

一十１１１ト
ｌＶ． 環 境管理情報の諸形態 ならぴにその特街

’８０年代半 ぱか ら環境 問題に対する企業の対応 は、 そ れま での環境被害発 生後 な い しは環 境

破壊後の事後的対応から環境被害や環境破壊の発生を予測し、 それらを予防する事前の対応に

大きく 変換 した。 こ れを可能にしたのがエコ ビラ ンツ手 法の開発であった。 企業 は・ 投入され

た原材料およ びエネ ルギーの使用・ 生産 システム・ 製晶 およぴ製晶特性・ 物流およ び輸送 のそ

れぞれの局面で現境 に対 してマイ ナスの影響を及ぼ している要因を分析・評価す る新 たな手法

としてエコ ビラ ンッ を導 入したのであ 孔
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１
．
Ｏｋｏｂｉｌａｎｚ

エコ ビラ ンツ は、
’８０年代に入り、 企業活動か ら自然 環境を守るという視点

か ら、 生産 現場

において突然現 れたことぱである。
’８０年代は じめ、 包装

ゴミの問題は、 埋 立 地
と焼 却場 不足

が顕在化するに伴 い、 広く 一般に認識されるよう にな った。 この時点を境に 環境問題 の解明に

は・ その経済価値
ぱかりではなく、 エコロ ジー価値 をも考慮にいれることが定 着した。

エコ ビラ ンツの 端緒は、 堰堤や ダ
ム
、 運河、 都市再 開

発計画な どの国家的 ビッグプロジェク

トに対して実施さ れた費用 便益分析なら びに大企業 が開示していた ゾチア ルビランツであ 孔

これらに共通する ものは、 倫理的価値と社会的価値 を考慮に入れる試み であ った。

エコ ビラ ンツは、 ベルリ ンとウイ ー ンの現境経 済学研究所 （Ｉ
ＯＷ） が提唱 し、 そ の後さま

ざまの機関・ 研究 者によって論 じられてき れ 今日でも、 エコ
ビラ ンツの概念規定は一様では

ない。 しか し・ そ れらに共通する ものは・ 貨幣額による計算・ 表示方法 を採らず・ 物理学
上の

計量単位が用 いられることである。 エコ ビランッは、 環境管理
という市 場を媒介 しない企業活

動を客観的 データ
．
で測定 して、 企業 活動 が環境に及

ぼす影響を 分析・評価し、 企業活動によっ

て発生する環 境負荷を企業自 ら削減 していく ために最も有効な 手段 である。

ベ ルリ ンの 現境経済学研究所 およ びニュール ンベルク大 学 の シュタ ー ルマ ン （Ｓｔａｈ１ｍａｍ，

Ｖ、） 教 授 の 共 同 研 究 に よ れ ぱ・ エ コ ビ ラ ン ツ は・ っ ぎ の ４ っ の ビ ラ ン ツ か ら 構 成 さ れ る
７㌔

ａ） Ｂｅｔｒｉｅｂｓｂｉｌａｎｚ： 原 材 料 ・ エ ネ ル ギ ー の 投 入 量 な ら び に そ れ ら の ア ウ ト プ ッ ト の 形 態 と

して の廃 棄物量・廃水量・ 廃ガス量・廃熱量を把握す る。

ｂ） Ｐｒｏ・ｅＢｂｉｌａｎｚ： 製 造 工 程 毎 の イ ン プ ッ ト と ア ウ ト プ ッ ト の 流 れ に 対 応 し た 変 質 物 な ら び

に排 出物 を廃棄物量・廃水 量・廃ガス量・廃熱量に識別 して把握する。

ｃ） Ｐｒｏｄｕｋｔ１ｉｎｉｅｎｂｉ１ａｎｚ： 原 材 料 調 達 局 面 に お け る 輸 送 お よ び 倉 庫 に 配 送 さ れ る ま で の 精

錬加 工段階を点検する とともに、 消 費局面までの取引、 輸送、 消費、 廃棄物処理、 リサイ

ク ル、 内容物の散逸 につ いて販売した製晶の物流 を追 跡するために用い られる。

ｄ） Ｓｔａｎｄｏｒｔｂｉ１ａｎｚ： 上 述 し た ３ つ の ビ ラ ン ッ で 把 握 し な か っ た 一 般 管 理 用 の 建 物 、 設 傭・

機器 などの非製造部門 関連の諸活動を分析する。

ま た、 ア ウ グ ス ブ ル ク 大 学 の ワ ー グ ナ ー （Ｗａｇｎｅｒ，Ｂ．） 教 授 は、 エ コ ビ ラ ン ツ を つ ぎ の ３

っの ビランツに区分 して企 業活動の環境への影響分 析を行う８㌧

ａ ） Ｂｅｔｒｉｅｂｓｂｉ１ａｎｚ ：

ｂ ） ＰｒｏｚｅＢｂｉｌａｎ２ ：

ｃ） Ｐｒｏｄｕｋｔｂｉ１ａｎ２： 製 品 種 類 毎 の イ ン プ ッ ト と ア ウ ト プ ッ ト の 流 れ に 対 応 し た 変 質 物 な ら

びに排出物を 廃棄物量・廃水量・廃 ガス量・ 廃熱量に識別 して把握す る。

２
．
ＰｒｏｄｕｋｔＩｉｎｉ６ｎａｎａｌｙｓｅ

フ ラ イ ブ ル ク の エ コ 研 究 所 （Ｏｋｏ－Ｉｎｓｔｉｔｕｔ） で 開 発 さ れ た Ｐ Ｌ Ａ は、 ア ン グ ロ サ ク ソ ン 語 圏

で 展 開 さ れ て い る Ｌ Ｃ Ａ （Ｐｒｏｄｕｃｔ－Ｌｉｆｅ－Ｃｙｃｌｅ－Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ） と は、 製 晶 の 定 性 評 価 を す る 際
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に、 環境影響だけではなく、 社会的影響 およ び経済的影響をも加える点 で異なるものである
９）
。

このＰＬＡ研究で注目すべきことは、 ドイ ツ連 邦議会 の動向 で ある。 ドイ ツ連 邦 議会 は、

１９９２年９月 ２４日と２５日の両日、２５名の専門家 を参 考人としてボ ンの連邦議会議事 堂に呼 び、

産業社 会において環境にやさしい原材料流通のた めの 評価基準と展望について聴取する調 査委

員会 『人 間および環境保議』 を開催しているｍ〕。 そこ でのテーマは、「エコビランツ／プロ ドゥ

ク ト リ ニ ー ン 分 析」 で あ っ た。

３
．
Ｏｋｏ－Ｃ０・１ｔｒ０■Ｉｉｎ９

ドイ ツ語圏諸国において現境 管理にっいて研究 している主要な研 究機関な いしは研究者 を列

挙 す れ ぱ、 っ ぎ の よ う に な る。

① Ｏ．Ｂ，Ｕ、： 本 部 は、 ス イ ス ・ ア ド リ ス ヴ ィ ル に あ る。 こ こ で の 主 た る 研 究 者 は、 ブ ラ

ウ ン シ ュ ヴ ァ イ ク （Ｂｒａｕｎｓｃｈｗｅｉｇ，
Ａ
、
） お よ び ミ ュ ラ ー ・ ヴ ェ ン ク （ Ｍ 缶１１ｅｒ－Ｗｅｎｋ，

Ｒ
．
）

で あ る。 こ の 研 究 所 の 指 導 の 下 で エ コ ビ ラ ン ツ を 開 示 し て い る 企 業 は、 Ｓｃｈｗｅｉｚｅｒｉｓｃｈｅｒ

Ｂａｎｋｖｅｒｅｉｎ Ｚ｛ｒｉｃｈ で あ る 。

② ＢＵＳ／ＢＵ Ｗ ＡＬ： 本 部 は、 ス イ ス ・ ベ ル ン に あ る。

③ Ｅ１ｌｉｐｓ㎝ ＡＧ ： 本 部 は、 ス イ ス ・
バ ー ゼ ル に あ る。 こ こ で の 主 た る 研 究 者 は、 シ ャ ル

テ ガ ー （Ｓｃｈａｌｔｅｇｇｅｒ，
Ｓ
．
） お よ び シ ュ テ ゥ ル ム （Ｓｔｕｒｍ，

Ａ
．
） で あ る 。

④ ＩＯ Ｗ ・Ｂｅｒ１ｉｎ： 本 部 は ペ ル リ ン に あ る。 こ こ で の 主 た る 研 究 者 は、 ハ レイ （Ｈａ１１ａｙ， Ｈ．）、

ヤ ッ シ ュ （Ｊａｓｃｈ，
Ｃ
．
）
、
プ フ リ ー ム （Ｐｆｒｉｅｍ，

Ｒ
．
）
・
シ ュ タ ー ル マ ン （Ｓｔａｈ１ｍａ ｍ ，

Ｖ
、
） で

あ 孔 こ の 研 究 所 の 指 導 の 下 で エ コ ビ ラ ン ツ を 開 示 し て い る 企 業 は・ Ｂｉｓｃｈｏｆ ㎜ｄ Ｋ１ｅｉｎ

と ＢＩＯＰＡＣ で あ る。

⑤ Ｗ ａｇｎｅｒ，
Ｂ．： ア ウ グ ス ブ ル ク 大 学 教 授。 教 授 の 指 導 の 下 で エ コ ビ ラ ン ツ を 開 示 し て い

る 企 業 は、 Ｋｕｎｅｒｔ お よ び Ｌａｎｄｅｓｇｉｒｏｋａｓｓｅ で あ 孔 こ の 他 に、 内 部 資 料 と し て 作 成 し て

い る 企 業 は
、
Ｂａｙｅｒｉｓｃｈｅ Ｌａｎｄｅｓｂａｎｋ ，

Ｌａｎｄｅｓｂａｎｋ Ｂｅｒ１ｉｎ，
Ｅｒｈａｒｄ ｍ ｄ Ｌｅｉｍｅｒ な ど で

あ る。

⑥ ＯＫＯＳＣＩＥＮＣＥ： 本 部 は チ ュ ー リ ッ ヒ に あ る。 こ こ で の 主 た る 研 究 者 は、 ヴ ィ ス （Ｗｙｓｓ，

Ｆ．
） お よ び ケ ラ ー （Ｋｅｎｅｒ， Ｌ．） で あ る。 こ の 研 究 所 の 指 導 の 下 で エ コ ビ ラ ン ツ を 開 示 し

て い る 企 業 は、 Ｓｗｉｓｓａｉｒ で あ る。 こ の 他 に 、 内 部 資 料 と し て 作 成 し て い る 企 業 は 、

Ｓｃｈｗｅｉｚｅｒｉｓｃｈｅｒ Ｂａｎｋｖｅｒｅｉｎ Ｂａｓｅ１ で あ る。

⑦ Ｓｔａｈ１ｍａ ｍ， Ｖｌ： ニ ュ ー ル ン
ベ ル ク 大 学 教 授。 教 授 の 指 導 の 下 で エ コ ビ ラ ン ツ を 内 部 資

料 と し て 作 成 し て い る 企 業 は
、
Ｎｏｒｄｅｎｉａ－Ｖｅｒｐａｃｋｕｎｇｓｗｅｒｋｅ お よ び Ｂｏｒｇｅｓ Ｇ ｍ ｂＨ

な ど

で あ る。

これ ら環境管理研究の特徴を要約 して示す ことはできない。 ここ では、 ワー グナ ー教授の説

か らそ の特徴を列挙することにと どめ たい。 ワ ーグナー教授は、 自説 を螺 旋型 管理 （そしてそ

の分析手 法をバウム分析） と名づける１１〕。 下記の事柄 が螺旋 状に展開されていくか らである。
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管理導入時 レビュウ → 目標 １ → 活動１ → 監査１ （エコ ビラ ンッ分析）

→ 目標２ → 活動 ２ → 監査２ → 目標。 → 活動。 → 監査。

現境管理の特徴は、 １） 政策 を提示す る、 ２） 目標
を論理的に導く、 ３） 諸 活動を計画 立案

す る、 ４） 諸活動を通 じて政策 およ ぴ目標を実現する、 ５） 業績
を評価 し、 監査 する、 ６） 政

策 および目標を再提示する、 と いう６段階を踏んで実施する優 れた管理 シス テ
ムである蜆〕。

ま た、 環 境 管 理 は、 マ
ー ケ ッ ト ・ チ ャ ン ス （イ メ ー ジ の 改 善、 製 晶 や 晶 質 の 改 良、 新

し い 市

場 の確保）、 コ スト削減
（原材料・エネ ルギーの節約、 廃棄物処理コスト削減、 保 険料の減

額、

終末処理思想の転換）、 動機づ け （従業員の労働意欲を強化、 優秀な新入社員 を確保）、 リスク

削減、 さらには公共機関・
地域住民・保険会社・銀行・報 道機関との関係改善といった諸目的

実現のために有効であ る酬。

こ れ ら エ コ ビ ラ ン ツ お よ び エ コ ・ コ ン ト ロ ー リ ン グ （環 境 管 理） は、 社 会 関 連 領
域 の う ち と

くに環境領域において特化した環境特化惰報と特徴づけることができよ ㌔

Ｖ
．
お わ リ に

こ れま でドイ ツ語圏諸国にお ける 社会 関連情報にっいて・ 主と して１９７０年 代は じめ か ら今

日ま で、 その 発展 段階別にその形態
ならびに特徴を明らかに してき た。

その特徴 をま とめとして示せ ぱ、 下記の４っに集約されよう。

１） 当初 の従 業員特化情報か ら経済 目標・社会目標統合型情報 へ、 さ らには部分計算個
々 の欠

陥 を楠 完す る混合型惰報 へ・ そして環境特化情報へと変 貌した。

２） 従業員関遵情報重視から環境関連情報重視へ童点移行した。

３） 貨幣額表示情報から非貨幣額表示情報へ移行した。

４） 内部報告重視か ら内部 ・外部両報告重視へ移行 した。

（注）

１ ） Ｓｃｈｒｅｄｅ１ｓｅｋｅｒ，
Ｋ
． ：
Ｓｏｚｉａ１ｂｉ１ａｎｚ．

ｉｎ ： Ｃ ｈ ｍｉｅ１ｅｗｉｃｚ，
Ｋ
． ；
Ｓｃｈ ｗ ｅｉｔｚｅｒ，

Ｍ ｌ
（ Ｈｒｓｇ一

） ＝ Ｈ ａｎｄ－

ｗ δｒｔｅｒｂｕｃｈ ｄｅｓ Ｒ ｅｃｈｎｕ ｎｇｓ ｗ ｅｓｅｎｓ，
３
．
Ａ ｕｆ１ａｇｅ，

Ｓｃｈ 身ｆｆｅｒ－Ｐ ｏｅｓｃｈｅ１Ｖ ｅｒ１ａｇ １９９３，
Ｓｐ．１８３３

２ ） Ｐｏｔｔｈｏｆｆ，
Ｅ
． １
Ｄ ｉｅ Ｓｏｚｉａ１ｂｅｒｉｃｈｔｅｒｓｔａｔｔｕｎｇ，

ｉｎ ： Ｄｅｒ Ｂｅｔｒｉｅｂ ｇＪｇ－ Ｈ－４４，
Ｏｋｔｏｂｅｒ ｉ９５６，

Ｓ－１Ｏ１８

３ ） Ｅｉｃｈｈｏ ｍ ，
Ｐ
．：
Ｇ ｅｓｅ１１ｓｃｈ ａｆｔｓｂｅｚｏｇｅｎｅ Ｕ ｎｔｅ ｍ ｅｈ ｍ ｅｎｓｒｅｃｈ ｍ ｎｇ，

ｉｎ ： Ｓｃｈｒｉｆｔｅｎ ｄｅｒ Ｋ ｏ ｍ ｍ ｉｓ－

ｓｉｏｎ ｆ｛ｒ ｗｉｒｔｓｃｈ ａｆｔ１ｉｃｈｅｎ ｕｎｄ ｓｏｚｉａ１ｅｎ Ｗ ａｎｄｅ１，
Ｂ ａｎｄ ３０，

Ｇ δｔｔｉｎｇｅｎ １９７４

４ ） Ｖ ｇ１ｌ Ｈｅｙ ｍ ａｎｎ，
Ｈ
．一
Ｈ
．
／ Ｓｅｉｗ ｅｒｔ

，
Ｌ
．
Ｊ
．
／ Ｓｅｎａｒｃ１ｅｎｓ，

Ｍ
．
ｄ
。 ：
Ｓｏ屠ｉａ１ｂｉ１ａｎｚｅｎ． Ｄｉｅ ｇｅｓｅ１１ｓｏｈａ－

ｆｔｓｂｅｚｏｇｅｎｅ Ｂ ｅｒ
ｉｃｈｔｅｒｓｔａｔｔｕｎｇ ｉｎ ｄｅｒ Ｂ ｕｎ ｄｅｓｒｅｐｕｂ１ｉｋ Ｄｅｕｔｓｃｈ１ａｎｄ ｕｎｄ ｄｅｒ Ｓｃｈ ｗ ｅｉｚ，

Ｔ ａｙ１ｏｒｉｘ

Ｆａｃｈｖｅｒ１ａｇ Ｓｔｕｔｔｇａｒｔ１９８４，
Ｓ－
３６

５ ） Ｄｉｅｒｋｅｓ，
Ｍ ． ／

Ｋ ｏｐ ｍ ａ ｍ ，
Ｕ
． ：
Ｖ ｏｎ ｄｅｒ Ｓｏｚｉａ１ｂｉ１ａｎｚ ｚｕｒ ｇｅｓｅｌ１ｓｃｈａｆｔｓｂｅｚｏ ｇｅｎｅｎ Ｕ ｎｔｅ ｍ ｅ－

ｈ ｍ ｅｎｓｐｏ１ｉｔｉｋ－Ａ ｎｓ
三ｔｚｅ ｚｕ ｅｉｎｅ ｍ Ｍ ａｎａｇｅ ｍ ｅｎｔ Ｓｙｓｔｅ ｍ ｆｏｒ Ｓｏｃｉａ１ Ｇ ｏａ１ｓ，

ｉｎ： Ｂ Ｆｕｐ ２６Ｊｇ－
１９７４
，
Ｓ
．

３０９ｆｆ
ｌ
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６ ） Ｍ－１１ｅｒ－Ｗｅｎｋ
，
Ｒ
．：
Ｄｉｅ δｋｏ１ｏｇｉｓｃｈｅ Ｂｕｃｈｈａ１ｔｕｎｇ，

Ｆｒａｎｋｆｕｒｔ（Ｍａｉｎ）１９７８

７ ） Ｓｔａｈ１ｍ ａ ｍ
，
Ｖ
．：
Ｚｉｅ１ ｍ ｄ Ｉｎｈａ１ｔ δｋｏ１ｏｇｉｓｃｈｅｒ Ｒｅｃｈｎｕｎｇｓ１ｅｇｕｎｇ－ｖｏ ｍ Ｔｅｉ１ ｚｕ ｍ Ｇａｎｚｅｎ，

ｉｎ ： Ｂｅｃｋ，
Ｍ
．
（ Ｈｒｓｇ．

）： Ｏｋｏｂｉ１ａｎｚｉｅｒｕｎ ｇ ｉｍ ｂｅｔｒｉｅｂ１ｉｃｈｅｎ Ｍ ａｎａｇｅ ｍ ｅｎｔ，
Ｖ ｏｇｅ１ Ｂ ｕｃｈｖｅｒ１ａ ｇ１９９３，

Ｓｌ
１１８

８ ） Ｗ ａｇｎｅｒ，
Ｂ
． ：
Ｌ ㏄ｔｕｒｅ ａｔ １ＳＴ

’９４
．
Ｅ ｎｖｉｒｏｎ ｍ ｅｎｔａ１ Ａ ㏄ ｏｕｎｔｉｎｇ Ｒ ｅｐｏｒｔ ： Ａ ｎ ｉｎｓｔｒｕ ｍ ｅｎｔ ｏｆ

ｅｎｖｉｒｏｎ ｍ ｅｎｔ－ｃｏｎｓｃｉｏｕｓ ｃｏｒｐｏｒａｔｅ ｍ ａｎａｇｅ ｍ ｅｎｔ，
Ｓ
．
１ｆｆ
．

９ ） Ｆｒｅｉ ｍ ａ ｍ
，
Ｊ
．：
Ｕ ｍ ｗｅ１ｔｉｎｆｏｒ ｍ ａｔｉｏｎｓｓｙｓｔｅ ｍ ｅ ｕｎｄ

Ｏ ｋｏ－Ａ ｕｄｉｔ．
Ｋ ａｓｓｅ１ １９９４

，
Ｓ
．
１３

１０） ＤＥ Ｕ ＴＳＣ ＨＥ Ｒ Ｂ Ｕ Ｎ Ｄ ＥＳＴＡ Ｇ Ｅ Ｎ ＱＵＥＴＥ－Ｋ Ｏ Ｍ ＭＩＳＳＩ０Ｎ Ｓｃｈｕｔｚ ｄｅｓ Ｍｅｎｓｃｈｅｎ ｕｎｄ ｄｅｒ

Ｕ ｍ ｗｅ１ｔ： Ｓｔｅ１１ｕｎｇｎａｈ ｍｅ ｄｅｒ Ｓａｃｈｖｅｒｓｔ三ｎｄｉｇｅｎ ｚｕ ｄｅｍ Ｆｒａｇｅｎｋａｔａ１ｏｇ （ Ｋ Ｄｒｓ１２ ／ １）ｆ｛ｒ ｄｉｅ

δｆｆｅｎｔ１ｉｃｈｅ Ａｎｈδｒｕｎｇ ａ ｍ ２４１ｕｎ
ｄ ２５
．
Ｓｅｐｔｅｍ ｂｅｒ １９９２ ｚｕ ｄｅｍ Ｔｈｅｍａ ：

’’Ｏｋｏｂｉ１ａｎｚｅｎ／ Ｐｒｏｄｕｋｔ－

１ｉｎｉｅｎ ａｎａ１ｙＳｅ
”

１１） Ｗ ａｇｎｅｒ，
Ｂ
．：
Ｏ ｋｏ ｂｉ１ａｎｚｅｎ

，
ｉｎ ： Ｋ ｏｎｔａｋｔｓｔｕｄｉｕ ｍ Ｍ ａｎａｇｅ ｍ ｅｎｔ，

Ｕ ｎｉｖｅｒｓｉｔ６ｔ Ａ ｕｇｓｂｕｒｇ

１２） Ｅｂｄ
，

１３） Ｅｂｄ
．

１９９５
．
６
．
４
１


